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１．はじめに 

 コンクリートダムの建設において，建設コストの縮減，環境への配慮の点から，従来では使用されなかっ

た低品質な骨材についてもダムコンクリートへの適用を検討し，コンクリートの品質および経済性を確保で

きる範囲で活用することが求められている．本文は，ダムサイト付近で採取した河床材（段丘堆積物）のダ

ムコンクリート用骨材としての適用性に関し，軟石を多く含む骨材を使用した場合の外部コンクリートの凍

結融解抵抗性について検討したものである． 

 

２．骨材の製造と物性           表－１ 段丘堆積物から製造した骨材の種類 

 ダムサイト上流の河床から採取し

た段丘堆積物について，表－１に示

す６種類の骨材（Ａ～Ｅ骨材）を製

造し，骨材試験を実施した． 

各骨材種類における物性試験結果

を，表－２に示す．いずれの粗骨材

も軟石を多く含み，ほとんどが土木

学会コンクリート標準示方書ダムコ

ンクリート編（以下，示方書ダム編

という）に規定される上限値を超え

る結果となった．特に，80mm アン

ダー材料を原石とするＢ骨材におい

て，軟石が最も多い． 

しかし，骨材に対する凍結融解作

用を硫酸ナトリウム溶液の結晶化に

よって模擬的に作用させる安定性試

験（試験結果は安定性損失質量で表

す）においては，いずれの骨材も規

定される上限値を大きく下回ってお

り，この結果と軟石量の結果は相反

するものとなっている． 

 なお，細骨材の物性試験結果とし

ては，どの骨材も特に問題は見られ

なかった． 
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表－２ 各骨材種類における物性試験結果（網掛は規定を外れる値）

Ｅ区分 Ａ区分

2.68 2.70 0.66 14.8 － 11.0
2.73 2.75 0.64 4.4
2.72 2.74 0.84 3.5
2.69 2.71 0.80 0.8 －
2.65 2.68 0.98 17.1 － 32.5
2.62 2.65 1.14 26.8
2.58 2.62 1.61 25.7
2.54 2.59 2.05 1.2 －
2.65 2.68 0.98 12.2 － 15.4
2.62 2.65 1.23 6.2
2.58 2.62 1.76 8.8
2.54 2.59 1.92 1.1 －
2.67 2.69 0.73 15.2 － 16.4
2.69 2.72 0.80 12.5
2.67 2.70 1.14 10.3
2.64 2.67 1.20 0.9 －
2.67 2.69 0.84 16.4 － 23.9
2.68 2.70 0.92 14.5
2.65 2.68 1.20 11.8
2.62 2.65 1.41 1.0 －
2.67 2.69 0.73 13.4 － 12.5
2.69 2.72 0.83 5.1
2.67 2.70 1.21 5.4
2.64 2.67 1.16 0.9 －
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手順 内容 骨材種類

1 段丘堆積物を80mmオーバー材料とアンダー材料に分ける －

2 80mmオーバー材料を破砕し、粗骨材・細骨材を製造する Ａ骨材

3 80mmアンダー材料を洗浄、分級し、粗骨材・細骨材を製造する Ｂ骨材

4 Ｂ骨材を軟石除去し、軟石量を低減した骨材を製造する Ｃ骨材

5 ＡとＢを70：30で混合する D1骨材

6 ＡとＢを50：50で混合する（D1骨材に対しＡ骨材の構成率が低下） D2骨材

7 ＡとＣを70：30で混合する（D1骨材に対しＢ骨材の軟石除去） Ｅ骨材
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３．コンクリートの配合と凍結融解抵抗性 

 各骨材を用いた外部コンクリートの配合を，表－３に示す．砕石・砕砂から成るＡ骨材は，所要のワーカ

ビリティーを得るための細骨材率および単位水量が大きくなるため，水結合材比が大きなものとなった． 

表－３ 各骨材を用いた外部コンクリートの配合 

80-40mm 40-20mm 20-５mm 減水剤 AE助剤

A 80 ３±１ 3.5±１ 54.5 30 32 120 154 66 666 485 470 470 0.25 0.055
B 80 ３±１ 3.5±１ 46.8 30 27 103 154 66 549 516 501 501 0.25 0.075
C 80 ３±１ 3.5±１ 46.8 30 27 103 154 66 549 516 501 501 0.25 0.075
D1 80 ３±１ 3.5±１ 52.3 30 30 115 154 66 619 497 483 483 0.25 0.060
D2 80 ３±１ 3.5±１ 49.1 30 28 108 154 66 579 514 498 498 0.25 0.065
E 80 ３±１ 3.5±１ 52.3 30 30 115 154 66 619 497 483 483 0.25 0.060
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 各配合の外部コンクリートの凍結融解試験結果（相対動弾性係数）を，各配合の骨材におけるＡ骨材の構

成率（Ａ骨材が占める率）で整理したものを図－１に示す． 

 これより，Ａ骨材の構成率が小さい（軟石量が多い）配合ほど相対動弾性係数が小さくなる傾向が見られ

る．なお，Ａ骨材（Ａ骨材の構成率 100％）の場合はコンクリートの水結合材比が大きいため，相対動弾性

係数がやや小さい結果となっている．D1 骨材とＥ骨材を比較すると，軟石量を低減したＥ骨材の凍結融解抵

抗性は，D1 骨材と大差なく，軟石除去効果が明瞭でない．これは，いずれの骨材も 80mm アンダー材料の構

成率（Ｂ骨材あるいはＣ骨材が占める率）が 30％と小さいために，それについての軟石除去の有無による差

違が現われにくい状況であったためと考えられる． 

 各配合の相対動弾性係数を，単位軟石量（単位粗骨材量に軟石量(％)を乗じたもの）で整理したものを図

－２に示す．図－１と同様に D1 骨材とＥ骨材の相対動弾性係数が，本来の予想される傾向と逆転しているが，

全体の傾向として単位軟石量が大きいほど直線的に相対動弾性係数が小さくなる関係を明瞭に示している． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ Ａ骨材の構成率と相対動弾性係数の関係   図－２ 単位軟石量と相対動弾性係数の関係 

 

４．まとめ 

① 段丘堆積物を原石としてダムコンクリート用骨材を製造したところ，原石の 80mm オーバー材料を破砕

して製造した骨材は軟石が比較的少ないものとなったが，80mm アンダー材料を分級して製造した骨材

は軟石が極めて多く含まれるものとなった．安定性損失質量としては，いずれも小さいものであった． 

② 軟石が含まれる度合いを変えて外部コンクリートを製造し，それらの凍結融解抵抗性を調べたところ，

軟石を多く含む骨材を使用したコンクリートほど凍結融解抵抗性が劣ることが判明した． 

③ 外部コンクリートの単位粗骨材量に軟石量（％）を乗じて求めた単位軟石量と，そのコンクリートの相

対動弾性係数の関係は，単位軟石量が大きいほど直線的に相対動弾性係数が小さくなる傾向となること

が判明した．したがって，この骨材に関しては，コンクリートとしての凍結融解抵抗性を間接的に評価

するうえで，軟石量試験の結果が指標になり得ると言える． 

規定（示方書ダム編）：60％より十分に大きい
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